
平成２７年３月に公布した条例  

条例番号  条例名  制定改廃等の理由及び概要  所管課名  

第１号  伊 勢 崎 市 議 会 委

員 会 条 例 の 一 部

を改正する条例  

【理由】  

 地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の一部改正に伴い、改正の必要を認めた

もの  

【概要】  

委員長が出席を求めるようあらかじめ議

長に申し出ることができる説明員を、教育

委員会の委員長から教育委員会の教育長に

改めるもの  

議 事 調 査

課  

第２号  伊 勢 崎 市 行 政 手

続 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 行政手続法の一部改正の趣旨にのっとり

改正の必要を認め、併せて条文の整備を図

るもの  

【概要】  

１  行政指導をする際に相手方に対し、権

限を行使し得る根拠等を示す規定を加え

るもの  

２  法律又は条例の要件に適合しない行政

指導の中止等を求める制度を整備するも

の  

３  法令に違反する事実の是正のための処

分又は行政指導を求める制度を整備する

もの  

４ 関係する３条例の一部改正をするもの  

事 務 管 理

課  

第３号  伊 勢 崎 市 職 員 定

数 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 病院事業における安定した質の医療を提

供できる体制の充実及び強化を図ること並

びに地方教育行政の組織及び運営に関する

職員課  



法律の一部改正に伴い、改正の必要を認め

たもの  

【概要】  

１  病院事業職員の定数を５０人増やすも

の  

２ 引用する法令の条項ずれを改めるもの  

第４号  伊 勢 崎 市 特 別 職

報 酬 等 審 議 会 条

例 の 一 部 を 改 正

する条例  

【理由】  

 地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の一部改正により特別職となる教育長の

給料の額を審議対象に加えることに伴い、

改正の必要を認めたもの  

【概要】  

特別職報酬等審議会の審議対象に教育長

の給料の額を加えるもの  

職員課  

第５号  伊 勢 崎 市 特 別 職

の 職 員 で 非 常 勤

の も の の 報 酬 及

び 費 用 弁 償 に 関

す る 条 例 等 の 一

部 を 改 正 す る 等

の条例  

【理由】  

 地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の一部改正に伴い、改正及び廃止の必要

を認めたもの  

【概要】  

１  伊勢崎市特別職の職員で非常勤のもの

の報酬及び費用弁償に関する条例につい

て、教育委員会委員長の報酬に係る規定

を削るもの  

２  伊勢崎市特別職の職員の給与等に関す

る条例及び伊勢崎市特別職の職員の退職

手当に関する条例の２条例について教育

長の給与及び退職手当の額を従前のとお

り定めるもの  

３  伊勢崎市教育委員会教育長の給与等に

関する条例及び伊勢崎市教育委員会教育

教 育 部 総

務課  



長の退職手当に関する条例の２条例を廃

止するもの  

第６号  伊 勢 崎 市 一 般 職

の 職 員 の 給 与 に

関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条

例  

【理由】  

 人事院勧告に基づく一般職の職員の給与

に関する法律の一部改正に準じ、改正の必

要を認めたもの  

【概要】  

１  地域手当の支給割合並びに単身赴任手

当の基礎額及び加算限度額を改めるもの  

２  再任用職員に対し単身赴任手当を支給

するもの  

３  管理職員が災害への対処等により平日

の深夜に勤務した場合における管理職員

特別勤務手当の支給要件を加えるもの  

職員課  

第７号  伊 勢 崎 市 手 数 料

条 例 の 一 部 を 改

正する条例  

【理由】  

 建築基準法の一部改正及び鳥獣の保護及

び狩猟の適正化に関する法律の一部改正に

伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

１  構造計算適合性判定に関する規定及び

仮使用の承認に関する規定を改めるもの  

２  鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する

法律の一部改正に伴い、引用する法律名

を改めるもの  

建 築 指 導

課  

第８号  伊 勢 崎 市 教 育 長

の 勤 務 時 間 そ の

他 の 勤 務 条 件 及

び 職 務 に 専 念 す

る 義 務 の 特 例 に

関する条例  

【理由】  

 地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の一部改正に伴い、制定の必要を認めた

もの  

【概要】  

教育長の勤務時間その他の勤務条件及び

教 育 部 総

務課  



職務に専念する義務の特例を、一般職の職

員の例によることと定めるもの  

第９号  伊 勢 崎 市 立 学 校

設 置 条 例 の 一 部

を改正する条例  

【理由】  

 伊 勢 崎 市立赤堀中学校の移転新築に伴

い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

伊勢崎市立赤堀中学校の所在地を変更す

るもの  

教 育 部 総

務課  

第１０号  伊 勢 崎 市 奨 学 金

条 例 の 一 部 を 改

正する条例  

【理由】  

 奨学金制度における連帯保証人の条件を

緩和することに伴い、改正の必要を認めた

もの  

【概要】  

市内に限定される連帯保証人の条件を緩

和することにより、奨学金制度の活用推進

を図るもの  

学 校 教 育

課  

第１１号  伊 勢 崎 市 公 民 館

条 例 の 一 部 を 改

正する条例  

【理由】  

 伊勢崎市境公民館の新築に伴い、改正の

必要を認めたもの  

【概要】  

伊勢崎市境公民館の位置変更及び各部屋

の使用料を定めるもの  

生 涯 学 習

課  

第１２号  伊 勢 崎 市 介 護 保

険 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 介護保険料の見直し並びに地域における

医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律及び地

域の自主性及び自立性を高めるための改革

の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律による介護保険法の一部改正に 伴

い、改正の必要を認めたもの  

介 護 保 険

課  



【概要】  

１  介護保険料について平成２７年度から

平成２９年度までの第１号被保険者の保

険料基準額を現行の５万７，５００円か

ら７万９００円に改定するとともに、保

険料段階の多段階化を図るもの  

２ 低所得者の保険料率を定めるもの  

３  介護予防・日常生活支援総合事業等に

関する経過措置を定めるもの  

４  指定介護予防支援事業者の指定に関す

る基準を定めるもの  

第１３号  伊 勢 崎 市 地 域 包

括 支 援 セ ン タ ー

の 職 員 及 び 運 営

に 関 す る 基 準 を

定める条例  

【理由】  

 地域の自主性及び自立性を高めるための

改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律による介護保険法の一部改正に

伴い、制定の必要を認めたもの  

【概要】  

１  包括的支援事業の実施により、各被保

険者が可能な限り、住み慣れた地域にお

いて自立した日常生活を営むことができ

るよう基本方針を定めるもの  

２  担当する区域の６５歳以上人口おおむ

ね３，０００人から６，０００人未満ご

とに保健師、社会福祉士及び主任介護支

援専門員をそれぞれ１人置くこととする

もの  

３  伊勢崎市地域包括支援センター運営協

議会の意見を踏まえ適切、公正かつ中立

な運営を行わなければならないこととす

るもの  

地 域 包 括

支 援 セ ン

ター  



第１４号  伊 勢 崎 市 指 定 介

護 予 防 支 援 等 の

事 業 の 人 員 及 び

運 営 並 び に 指 定

介 護 予 防 等 に 係

る 介 護 予 防 の た

め の 効 果 的 な 支

援 の 方 法 に 関 す

る 基 準 を 定 め る

条例  

【理由】  

 地域の自主性及び自立性を高めるための

改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律による介護保険法の一部改正に

伴い、制定の必要を認めたもの  

【概要】  

１  指定介護予防支援等の一般原則を定め

るもの  

２  指定介護予防支援等の基本方針、従業

者の員数等人員に関する基準を定めるも

の  

３  指定介護予防支援等の運営に関する基

準を定めるもの  

４  指定介護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準

を定めるもの  

５  基準該当介護予防支援に関する基準を

定めるもの  

介 護 保 険

課  

第１５号  伊 勢 崎 市 指 定 地

域 密 着 型 サ ー ビ

スの事業の人員、

設 備 及 び 運 営 に

関 す る 基 準 を 定

め る 条 例 の 一 部

を改正する条例  

【理由】  

 介護保険法施行規則等の一部を改正する

省令による指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準の一部

改正に伴い改正の必要を認め、併せて条文

の整備を図るもの  

【概要】  

国の基準に合わせて、人員、設備及び運

営に関する規定を改めるもの  

介 護 保 険

課  

第１６号  伊 勢 崎 市 指 定 地

域 密 着 型 介 護 予

防 サ ー ビ ス の 事

【理由】  

 介護保険法施行規則等の一部を改正する

省令による指定地域密着型介護予防サービ

介 護 保 険

課  



業の人員、設備及

び 運 営 並 び に 指

定 地 域 密 着 型 介

護 予 防 サ ー ビ ス

に 係 る 介 護 予 防

の た め の 効 果 的

な 支 援 の 方 法 に

関 す る 基 準 を 定

め る 条 例 の 一 部

を改正する条例  

スの事業の人員、設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基

準の一部改正、伊勢崎市指定介護予防支援

等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例の制

定及び伊勢崎市指定地域密着型サービスの

事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正に伴い、改正の必要

を認めたもの  

【概要】  

１  指定地域密着型介護予防サービスの事

業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基

準の一部改正に伴い、省令に合わせ文言

の整備を図るとともに、利用定員、従業

者の員数、設備等に関する基準を改める

もの  

２  伊勢崎市指定介護予防支援等の事業の

人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準を定める条例の制定に

伴い、引用する指定介護予防支援等の事

業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を当該市条例に改

めるもの  

３  伊勢崎市指定地域密着型サービスの事



業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正に伴い、引用する

条項ずれを改めるもの  

第１７号  伊 勢 崎 市 青 少 年

問 題 協 議 会 条 例

の 一 部 を 改 正 す

る条例  

【理由】  

 地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の一部改正により教育委員会委員長が廃

止されることに伴い、改正の必要を認めた

もの  

【概要】  

組織人数を改めるもの  

市 民 活 動

課  

第１８号  伊 勢 崎 市 保 育 の

実 施 に 関 す る 条

例 を 廃 止 す る 条

例  

【理由】  

 子ども・子育て支援法及び就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の

施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

による児童福祉法の一部改正に伴い、廃止

の必要を認めたもの  

【概要】  

児童福祉法第２４条の全部改正により、

条例の制定根拠がなくなったことから、廃

止するもの  

保育課  

第１９号  伊 勢 崎 市 特 定 教

育・保育施設及び

特 定 地 域 型 保 育

事 業 の 利 用 者 負

担に関する条例  

【理由】  

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の利用者負担に関し必要な事項を定め

ることに伴い、制定の必要を認めたもの  

【概要】  

１  特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の利用者負担の額を定めるもの  

２  利用者負担の額の決定、変更及び通知

について定めるもの  

保育課  



３  市が設置する特定教育・保育施設にお

ける時間外保育及び一時預かりの利用者

負担の額を定めるもの  

４  利用者負担の額の徴収、減免及び還付

について定めるもの  

５  伊勢崎市幼稚園保育料徴収条例の廃止

及び廃止に伴う経過措置を定めるもの  

６  市立幼稚園の平成２７年度から平成２

９年度における利用者負担の額の特例を

定めるもの  

７  平成２７年３月１日及び施行日以後の

各月初日において本市の住民基本台帳に

記録されており、平成２７年３月１日に

保育所に入所している子どもについて、

継続して保育所等を利用する場合の利用

者負担の階層区分の基準となる所得割課

税額を、年少扶養控除及び１６歳から１

８歳までの特定扶養控除があるものとす

る算定方法を定めるもの  

８  伊勢崎市保育所条例の一部を改正する

もの  

９  多子軽減事業を継続し、第２子、第３

子以降の利用者負担の額について、条件

に応じてそれぞれ半額、無料と定めるも

の  

１０  市 町村民税が非課税の世帯であっ

て、母子世帯等、在宅障害児（者）のい

る世帯、その他市長が生活が困窮してい

ると認める世帯については、利用者負担

の額を無料と定めるもの  



１１ 第３子以降で、市長が別に定める要

件を満たすものについては、利用者負担

の額を無料と定めるもの  

第２０号  伊 勢 崎 市 放 課 後

児 童 健 全 育 成 事

業に関する条例  

【理由】  

 赤堀小学校区の待機児童対策として、赤

堀支所内で放課後児童健全育成事業を実施

することに伴い、制定の必要を認めたもの  

【概要】  

対象児童、利用の許可、利用の制限、利

用許可の取消し、利用者負担金及びその減

免その他放課後児童健全育成事業を実施す

ることに関し必要な事項を定めるもの  

児 童 家 庭

課  

第２１号  伊 勢 崎 市 農 業 近

代 化 資 金 融 通 特

別 措 置 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条

例  

【理由】  

認定農業者の定義の見直しを図ることに

伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

認定農業者の定義において引用している

伊勢崎市農業経営改善計画認定事業実施要

領は、本市における事務手続を定めたに過

ぎないことから、農業経営改善計画が認定

され、認定農業者となることの根拠である

農業経営基盤強化促進法に改めるもの  

農政課  

第２２号  伊 勢 崎 市 企 業 立

地 の 促 進 等 に よ

る 地 域 に お け る

産 業 集 積 の 形 成

及 び 活 性 化 に 関

す る 法 律 第 １ ０

条 第 １ 項 の 規 定

に 基 づ く 準 則 を

【理由】  

 企業立地の促進等による地域における産

業集積の形成及び活性化に関する法律第１

０条第１項に基づき、工場又は事業場の敷

地面積に対する緑地及び環境施設の面積の

割合に関する基準の特例を伊勢崎宮郷工業

団地に適用することに伴い、改正の必要を

認めたもの  

企 業 誘 致

課  



定 め る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条

例  

【概要】  

企業立地重点促進区域に、伊勢崎宮郷工

業団地を加えるもの  

第２３号  伊 勢 崎 市 小 口 資

金 融 資 促 進 条 例

の 一 部 を 改 正 す

る条例  

【理由】  

 群馬県小口資金融資促進制度に準じ、改

正の必要を認めたもの  

【概要】  

１ 中小企業者の定義を改めるもの  

２  融資条件のうち保証人及び担保につい

ての規定を見直すもの  

３  融資残額の借換え及び融資期間の延長

を行うもの  

商 工 労 働

課  

第２４号  伊 勢 崎 市 勤 労 者

生 活 資 金 融 資 促

進 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 勤労者の生活に必要な資金を融資するこ

とができる金融機関を拡充することに伴

い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

現在の２金融機関から新たに４金融機関

を加え６金融機関とするもの  

商 工 労 働

課  

第２５号  伊 勢 崎 市 道 路 占

用 料 徴 収 条 例 及

び 伊 勢 崎 市 公 共

物 管 理 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条

例  

【理由】  

 道路法施行令の一部改正に準じ、道路占

用料及び公共物使用料の見直しを図ること

に伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

近年の地価水準の変動等の現状を踏ま

え、国道に係る占用料の見直しが行われた

ことから、国道に係る占用料の改正に準じ、

占用料及び使用料を改めるもの  

道 路 維 持

課  

第２６号  伊 勢 崎 市 特 別 業

務 地 区 内 の 建 築

【理由】  

 建築基準法の一部改正及び建築基準法の

都 市 計 画

課  



物 等 の 制 限 に 関

す る 条 例 等 の 一

部 を 改 正 す る 条

例  

一部を改正する法律の施行に伴う関係政令

の整備に関する政令による建築基準法施行

令の一部改正に伴い改正の必要を認め、併

せて条文の整備を図るもの  

【概要】  

伊勢崎市特別業務地区内の建築物等の制

限に関する条例、伊勢崎市特定用途制限地

域における建築物等の制限に関する条例及

び伊勢崎市地区計画区域内建築物の制限に

関する条例の３条例について、条項ずれ及

び用語を法令に合わせ整備するもの  

第２７号  伊 勢 崎 市 企 業 職

員 の 給 与 の 種 類

及 び 基 準 に 関 す

る 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 伊勢崎市一般職の職員の給与に関する条

例の一部改正に準じ改正の必要を認め、併

せて条文の整備を図るもの  

【概要】  

管理職員が災害の対処等により平日の深

夜に勤務した場合における管理職員特別勤

務手当の支給要件を加えるもの  

水 道 局 総

務課  

第２８号  伊 勢 崎 市 民 病 院

使 用 料 及 び 手 数

料 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 難病の患者に対する医療等に関する法律

の制定及び児童福祉法の一部改正により手

数料区分名の見直しを図ることに伴い、改

正の必要を認めたもの  

【概要】  

「特定疾患医療申請診断書、小児慢性特

定疾患医療申請診断書」を「難病医療申請

診断書、小児慢性特定疾病医療申請診断書」

に改めるもの  

医 療 サ ー

ビス課  

第２９号  赤 堀 町 地 域 改 善 【理由】  人権課  



対 策 施 設 設 置 及

び 管 理 に 関 す る

条 例 を 廃 止 す る

条例  

 赤堀町地域改善対策施設を廃止すること

に伴い、廃止の必要を認めたもの  

【概要】  

赤堀町の同和地区における、住民の生活

の安定及び福祉の向上等に資する目的をも

って建設された赤堀町地域改善対策施設を

廃止するもの  

第３０号  伊 勢 崎 市 介 護 老

人 保 健 施 設 事 業

の 設 置 等 に 関 す

る 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

介護保険法第５１条の３第２項第２号に

規定する特定介護保険施設等における居住

等に要する平均的な費用の額及び施設の状

況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が

定める費用の額並びに同法第６１条の３第

２項第２号に規定する特定介護予防サービ

ス事業者における滞在に要する平均的な費

用の額及び事業所の状況その他の事情を勘

案して厚生労働大臣が定める費用の額の一

部改正に伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

 多床室の居住費の算定基礎となる厚生労

働大臣が定める費用の額が改正されたこと

に合わせ、多床室の居住費を１日３２０円

から３７０円に増額するもの  

介 護 老 人

保 健 施 設

ひ ま わ り

管理課  

第３１号  伊 勢 崎 市 市 税 条

例 等 の 一 部 を 改

正する条例  

【理由】  

 地方税法等の一部を改正する法律による

地方税法の一部改正及び所得税法等の一部

を改正する法律による法人税法の一部改正

に伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

１ 個人市民税関係  

市民税課  



 ⑴  消費税の１０％引上げ時期が変更さ

れたことに伴い、住宅借入金等特別税

額控除の対象期限を平成３１年６月３

０日まで１年６月延長するもの  

 ⑵  平成２７年４月１日以後に支出され

たふるさと納税について、確定申告が

不要な給与所得者等であって、ふるさ

と納税先団体数が５団体以下の場合等

に限り、ふるさと納税先団体に申請す

ることによって、ふるさと納税に係る

寄附金控除がワンストップで受けられ

る特例的な仕組みを創設するもの  

２ 法人市民税関係  

 ⑴  均等割の現行の税率区分の基準であ

る資本金等の額に無償増減資等の金額

を加減算する措置を講ずるとともに、

当該資本金等の額が資本金に資本準備

金を加えた額を下回る場合、当該額を

均等割の税率区分の基準とすることと

し、平成２７年４月１日以後に開始す

る事業年度から適用するもの  

 ⑵  法人税法の号ずれに対応するもの  

３ 固定資産税関係  

 ⑴  非課税資産として事業所内保育事業

の用に供する固定資産を加えるもの  

 ⑵  課税標準の特例措置を平成２９年度

分まで３年間延長するもの  

 ⑶  地方税法の項ずれに対応するもの  

４ 軽自動車税関係  

 ⑴  平成２８年度分に限り、一定の環境



性能を有する４輪車等について、その

燃費性能に応じた軽課を行うもの 

 ⑵  平成２７年度分以後に適用すること

としていた原動機付自転車、２輪車及

び小型特殊自動車に係る軽自動車税の

引上げについて、適用開始を１年間延

長するもの  

第３２号  伊 勢 崎 市 都 市 計

画 税 条 例 の 一 部

を改正する条例  

【理由】  

 地方税法等の一部を改正する法律による

地方税法の一部改正に伴い、改正の必要を

認めたもの  

【概要】  

１  地 方 税法第３４９条の３の改正によ

り、家庭的保育事業の用に供する資産等

を軽減対象資産に追加するもの  

２  都市計画税の課税標準の特例を平成２

９年度まで延長するもの  

３  地方税法の改正に伴う項ずれに対応す

るもの  

資産税課  

第３３号  伊 勢 崎 市 国 民 健

康 保 険 税 条 例 の

一 部 を 改 正 す る

条例  

【理由】  

 地方税法施行令等の一部を改正する政令

による地方税法施行令の一部改正に伴い、

改正の必要を認めたもの  

【概要】  

１  基礎課税限度額を５１万円から５２万

円に改めるもの  

２  後期高齢者支援金等課税限度額を１６

万円から１７万円に改めるもの  

３  介護納付金課税限度額を１４万円から

１６万円に改めるもの  

国 民 健 康

保険課  



４  減額所得基準の５割減額対象世帯の乗

ずる金額を２４万５，０００円から２６

万円に改めるもの  

５  減額所得基準の２割減額対象世帯の乗

ずる金額を４５万円から４７万円に改め

るもの  

 


